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1 これまでの入札・契約制度改革

これまでも、公共工事をめぐり、贈収賄、談合など、各種の事件が多発し

ており、公共工事の執行ひいては公共事業そのものに対する国民の信頼が揺

らいでいます。

最近では、平成５年１２月の中央建設業審議会からの建議を受け、建設省で

は公共工事の入札・契約制度全般にわたる全面的な改革を行いました（表－

１参照）。

また、国際的な建設市場の開放を背景として、大規模工事について世界の主

要国を中心に政府調達のルールが定められつつあったことから、政府は、平成

６年１月に�公共事業の入札・契約手続の改善に関する行動計画�を閣議了解
し、我が国の公共事業に関し、国際的にも通用する手続の整備を行いました。

さらに、平成１０年２月の中央建設業審議会の建議においても、入札・契約

手続の透明性の一層の向上のため、経営事項審査の結果、資格審査における

格付けの公表や予定価格の事後公表等を進めるべきであるとしています。

これらにより、一般競争入札方式の導入、入札監視委員会の設置、工事完

成保証人制度の廃止等の改革が行われましたが、国、特殊法人等及び地方公

共団体といった公共工事の発注者間で、取組みの程度にはバラツキがあり（表

－２参照）、入札・契約の適正化が未だ十分に図られていない状況です。

はじめに

これまでも平成５年のゼネコン汚職事件等を契機として、建設省

をはじめ各発注者が入札・契約制度の諸改革を行ってきましたが、

談合や丸投げといった不祥事は後を絶たず、依然として公共工事に

対する国民の信頼が揺らいでいます。

そこで、国、特殊法人等及び地方公共団体といった各発注者が一

体となって統一的・整合的に入札・契約制度の改革を進めていくた

め、平成１２年８月２８日の�公共事業の抜本的見直しに関する与党三
党合意�の中でも公共工事の請負契約を適正化するための法律制定
の検討が採り上げられました。それを受けて政府としても、建設省、

大蔵省、自治省を中心として�公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律�案をとりまとめ、国会に提出いたしました。そ
の後、国会の審議を経て、平成１２年１１月１７日に可決成立しました。

この適正化法は、公共工事の入札・契約の適正化を目的としてい

ますから、各発注者の職員はもちろんのこと、受注者の立場にある

建設業者にとっても、適正化法を的確に理解し、公共工事に対する

国民の信頼の確保と、建設業の健全な発達を図ることが重要です。

このため、適正化法のねらい、新たな義務付け措置等の内容につ

いて、おおまかに理解していただくための一助となることを目的と

して、本テキストを作成しました。

第第11 適適正正化化法法制制定定のの背背景景等等

表－１ �公共工事に関する入札・契約制度の改革について�要旨
（平成５年１２月２１日 中央建設業審議会建議）

� 大型工事に、�一般競争方式�を導入。
� 中小工事は、透明性の高い�公募型指名競争方式�の導入等。
� 入札監視委員会の設置。
� 工事完成保証人制度の廃止と履行ボンドを含む新たな履行保証体系への移行。
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2 適正化法の特色

フランス、ドイツ、イタリ

アには、国、地方公共団体を

通じて、公共調達について規

律する基本法が存在する一方、

我が国では、国は会計法、地

方公共団体は地方自治法、特

殊法人等についてはそもそも

通則的な規定は存在しない等

により、なかなか入札・契約

制度の改革が整合的に進まな

い状況にあります。このよう

な状況を踏まえ、適正化法は、

国、特殊法人等及び地方公共

団体を通じて適用の対象とし

ているところが、まず大きな

特色としてあげられます。

また、適正化法は、国から

町村に至るまで、全ての発注

者を対象としているため、工

事の発注量、業務執行体制等

からみて、様々な主体が含まれることとなります。このため、そのような多

様性を前提とすると、法律による一律の義務付けでは困難なこともあります

が、各発注者の多様性を踏まえつつも、入札・契約の改革の方向性を示して、

その方向に向かって各発注者が努力していくことが重要であり、そのような

仕組みとして適正化指針の策定等の制度を設けています。

さらに、これまでの中央建設業審議会建議や行動計画等による改革の推進

と異なり、適正化指針に基づく改善の状況を調査し、公表するとともに、必

要があるときは、国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣が改善の要請を行え

ることとするフォローアップの仕組みを設けていることも大きな特色の一つ

となっています。

1 適正化法の概要

適正化法の概要は、次ページの通りです（図－参照）。

2 適正化法の主な内容


 適正化法の対象工事

○ 適正化法の対象となる国、特殊法人等及び地方公共団体が発注する�公
共工事�は、道路、河川、港湾、下水道等のいわゆる公共事業に係る発注
のみならず、これらの機関が発注する全ての工事を対象としています。し

たがって、公立の学校や病院、官公庁施設等の施設整備や公務員宿舎の整

備等も含まれます。

○ 適正化法が適用される公共工事は、�国�、�地方公共団体�と、�特殊法
人等�が発注する工事ですが、この特殊法人等は、次のような考え方で定
められています。

イ いわゆる�狭義の特殊法人�（法律により直接設立された法人若しくは
特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人）。

ロ いわゆる�認可法人�（特別の法律により設立され、かつ、その設立に
関し行政官庁の認可を要する法人）。

ハ 独立行政法人。

のうち、

１）国が出資等で一定程度以上関与していること（出資が２分の１以上等）。

２）主な業務を行うため、計画的かつ継続的に建設工事を発注すること。

の両方の条件を備えている法人です。具体的には、日本道路公団、都市整

備公団、日本下水道事業団等です。

表－２ 地方公共団体における指名基準の
策定状況等

指名基準の策定（一般土木）
（策定団体数）

指名基準の公表（一般土木）
（公表団体数）

談合情報対応マニュアルの策定
（策定団体数）

［資料出所］建設省、自治省�地方公共団体の入札・契
約手続に関する実態調査結果�（平成１２年１月２０日）

第第22 適適正正化化法法のの主主なな内内容容

平成１１年度調査 平成１０年度調査
都道府県 ４７（１００．０％） ４７（１００．０％）
指定都市 １２（１００．０％） １２（１００．０％）
市 町 村 ２６４１（８１．５％） ２５７３（７９．３％）
合 計 ２７００（８１．８％） ２６３２（７９．７％）

平成１１年度調査 平成１０年度調査
都道府県 ４５（９５．７％） ４５（９５．７％）
指定都市 １２（１００．０％） １２（１００．０％）
市 町 村 １２３３（４６．７％） １１８７（４６．１％）
合 計 １２９０（４７．８％） １２４４（４７．３％）

平成１１年度調査 平成１０年度調査
都道府県 ４１（８７．２％） ４１（８７．２％）
指定都市 １１（９１．７％） ９（７５．０％）
市 町 村 １１４０（３５．２％） ９９３（３０．６％）
合 計 １１９２（３６．１％） １０４３（３１．６％）
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� 入札・契約の適正化の基本となるべき事項

公共工事の入札・契約は、次の事項を基本とし、適正化を図るものとして

います。

○ 入札・契約の過程、内容の透明性の確保

○ 入札参加者の公正な競争の促進

○ 談合その他の不正行為の排除の徹底

○ 公共工事の適正な施工の確保

� 全ての発注者に対する義務付け措置

ａ）毎年度の発注見通しの公表

発注者は、毎年度、発注見通し（発注工事名、入札・契約の方法、入札予

定時期等）を公表しなければならないものとしています。例えば年２回程度、

年度当初には年度全体の見通しを、下半期初めには年度後半の見通しを公表

する、といったことが考えられます。なお、災害直後に緊急的に行う復旧工

事や用地の取得や関係機関との調整が終了していない等の理由により、公表

時点では発注の見通しが立っていない工事は、公表の対象から除かれること

となります。

さらに、国、特殊法人等及び地方公共団体の行為を秘密にする必要がある

場合や、予定価格が少額である場合は、対象から除外することとしています。

ｂ）入札・契約に係る情報の公表

発注者は、入札・契約の過程（入札参加者の資格、入札者・入札金額、落

札者・落札金額等）及び契約の内容（契約の相手方、契約金額等）を公表し

なければならないものとしています。

この対象となる工事についても、発注見通しと同様、国、特殊法人等及び

地方公共団体の行為を秘密にする必要がある場合や、予定価格が少額である

場合は、対象から除外することとしています。

ｃ）不正行為等に対する措置

○ 発注者は、談合があると疑うに足りる事実があるときは、公正取引委員

会に対し通知しなければならないものとしています。

○ 発注者は、一括下請負等があると疑うに足りる事実があるときは、建設

業許可行政庁等に対し通知しなければならないものとしています。

適正化法の概要

目的

全ての発注者に義務付ける事項 各発注者が取り組むべき
ガイドライン

国、特殊法人及び地方公共団体等の発注者全体を通じて、入札・契約の
適正化の促進により、公共工事に対する国民の信頼の確保と建設業の健
全な発達を図ること

入札・契約適正化の基本原則の明示
� 透明性の確保 	 公正な競争の促進

 適正な施工の確保 � 不正行為の排除の徹底

（１） 毎年度の発注見通しの公表
・発注工事名・時期等を公表

（見通しが変更された場合も公表）

（２） 入札・契約に係る情報の公表
・入札参加者の資格、入札者・入札

金額、落札者・落札金額等

（３） 施工体制の適正化
・丸投げの全面的禁止

・受注者の現場施工体制（技術者の

配置・下請の状況等）の報告

・発注者による現場の点検等

（４） 不正行為に対する措置
・不正事実（談合等）の公正取引委員

会、建設業許可行政庁等への通知

（１）�適正化指針�の閣議決定
・国土交通大臣、総務大臣、財務大
臣が共同で案を作成

（２） 主な内容
� 第三者機関によるチェック
	 苦情処理の方策

 入札・契約の方法の改善（一般
競争・指名競争の適切な実施）

� 工事の施工状況の評価
� その他
・不良・不適格業者の排除
・ダンピングへの対応
・入札・契約のIT化の推進等

発注者は、指針に従い、
入札・契約の適正化を推進

職員に対する教育
建設業者に対する指導等

�適正化指針�のフォローアップ
・毎年度、取組み状況を把握し、公表
・特に必要のあるときは改善を要請

〈平成１３年度の入札・契約から適用〉
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ｄ）施工体制の適正化

○ 公共工事においては、一括下請負（丸投げ）を全面的に禁止しました。

建設業法では、一括下請負は禁止されていますが、発注者による書面の承

諾がある場合には、禁止が解除されます。

しかし、適正化法では、公共工事においては、厳格な入札・契約手続を

踏んで契約の相手方が選定されている等から一括下請負を認める必要性が

全くないことから、全面的に禁止したものです。

○ 受注者は、発注者に対し、施工体制台帳の写しを提出しなければならな

いものとし、実際の工事現場の点検を発注者から求められたらこれを拒否

できないとしています。

○ 受注者は、施工体系図を工事関係者の見やすい場所に加え、公衆が見や

すい場所にも掲示しなければならないこととしています。

○ 発注者は、受注者の施工体制の状況の点検その他の施工体制を適正なも

のとするために必要な措置を講じなければならないものとしています。

� 適正化指針の策定

全ての発注者に対して一律に義務付けることが困難な事項についても、入

札及び契約の適正化について一定の方向性を示し、発注者に対し努力を促す

ための�適正化指針�を策定するとともに、その実効性を高めるため、措置
の状況を調査し、その結果を公表します。さらに、調査結果に基づき特に必

要がある場合には、国土交通大臣等から改善を要請することができることと

しています。

ａ）適正化指針の閣議決定

国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、関係省庁に協議し、適正化指針

の閣議決定を求めます。また、国土交通大臣は、あらかじめ建設業の健全な

発達を図る観点から、中央建設業審議会の意見を聴取することとしています。

ｂ）適正化指針の内容

適正化指針においては、入札・契約適正化の基本となるべき事項にした

がって、次の事項を定めるものとしています。

○ 入札・契約の過程、契約の内容に関する情報の公表に関すること（適正

化法による義務付け事項以外の、例えば、競争参加者の評点、等級区分の

決め方等）。

○ 入札・契約の過程等について、学識経験者等の第三者の意見を反映させ

る方策に関すること（例えば、入札監視委員会の設置、地方公共団体にお

ける監査委員の活用等）。

○ 苦情処理の方策に関すること（例えば、指名されなかった者からの非指

名理由の説明要求への対応等）。

○ 入札・契約の方法の改善に関すること（例えば、適切な審査体制を伴う

一般競争入札の実施、公募型等の指名競争入札の実施等）。

○ 工事の施工状況の評価に関すること（例えば、工事成績評価の実施と活

用等）。

○ その他入札・契約の適正化のための必要な措置に関すること。

ｃ）適正化指針のフォローアップ

国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、毎年度、発注者による措置状況

を把握・公表するとともに、特に必要があるときは改善の要請を行うものと

しています。

� 国による情報の収集、提供等

○ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、この法律により公表される情

報その他入札・契約の適正化の促進に資する情報の収集、提供等に努める

ものとしています。

○ 国、特殊法人等及び地方公共団体は、その職員に対し、関係法令、施工

技術に関する知識の習得に努めるものとしています。

○ 国土交通大臣及び都道府県知事は、建設業者に対し、関係法令に関する

知識の普及等に努めるものとしています。

� 施行

基本的に、平成１３年４月以降に発注される公共工事に適用されます。

その他

※ 適正化法の概要、骨子については、国土交通省ホームページ（http：//www.

mlit.go.jp/）に掲載されています。
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公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
（法律第百二十七号）

目次
第一章 総則（第一条－第三条）
第二章 情報の公表（第四条－第九条）
第三章 不正行為等に対する措置（第十条・第十一条）
第四章 施工体制の適正化（第十二条－第十四条）
第五章 適正化指針（第十五条－第十八条）
第六章 国による情報の収集、整理及び提供等（第十九条・第二十条）
附則

第一章 総則
（目的）
第一条 この法律は、国、特殊法人等及び地方公共団体が行う公共工事の入
札及び契約について、その適正化の基本となるべき事項を定めるとともに、
情報の公表、不正行為等に対する措置及び施工体制の適正化の措置を講じ、
併せて適正化指針の策定等の制度を整備すること等により、公共工事に対
する国民の信頼の確保とこれを請け負う建設業の健全な発達を図ることを
目的とする。
（定義）
第二条 この法律において�特殊法人等�とは、法律により直接に設立され
た法人若しくは特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人
（総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四条第十五号の規定の適用
を受けない法人を除く。）、特別の法律により設立され、かつ、その設立に
関し行政官庁の認可を要する法人又は独立行政法人（独立行政法人通則法
（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。
第六条において同じ。）のうち、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当す
る法人であって政令で定めるものをいう。
一 資本金の二分の一以上が国からの出資による法人又はその事業の運営
のために必要な経費の主たる財源を国からの交付金若しくは補助金に
よって得ている法人であること。

二 その設立の目的を実現し、又はその主たる業務を遂行するため、計画
的かつ継続的に建設工事（建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二条
第一項に規定する建設工事をいう。次項において同じ。）の発注を行う法
人であること。

２ この法律において�公共工事�とは、国、特殊法人等又は地方公共団体
が発注する建設工事をいう。

３ この法律において�建設業�とは、建設業法第二条第二項に規定する建

設業をいう。
４ この法律において�各省各庁の長�とは、財政法（昭和二十二年法律第
三十四号）第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。
（公共工事の入札及び契約の適正化の基本となるべき事項）
第三条 公共工事の入札及び契約については、次に掲げるところにより、そ
の適正化が図られなければならない。
一 入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性が確保されること。
二 入札に参加しようとし、又は契約の相手方になろうとする者の間の公
正な競争が促進されること。

三 入札及び契約からの談合その他の不正行為の排除が徹底されること。
四 契約された公共工事の適正な施工が確保されること。

第二章 情報の公表
（国による情報の公表）
第四条 各省各庁の長は、政令で定めるところにより、毎年度、当該年度の
公共工事の発注の見通しに関する事項で政令で定めるものを公表しなけれ
ばならない。

２ 各省各庁の長は、前項の見通しに関する事項を変更したときは、政令で
定めるところにより、変更後の当該事項を公表しなければならない。

第五条 各省各庁の長は、政令で定めるところにより、次に掲げる事項を公
表しなければならない。
一 入札者の商号又は名称及び入札金額、落札者の商号又は名称及び落札
金額、入札の参加者の資格を定めた場合における当該資格、指名競争入
札における指名した者の商号又は名称その他の政令で定める公共工事の
入札及び契約の過程に関する事項

二 契約の相手方の商号又は名称、契約金額その他の政令で定める公共工
事の契約の内容に関する事項

（特殊法人等による情報の公表）
第六条 特殊法人等の代表者（当該特殊法人等が独立行政法人である場合に
あっては、その長。以下同じ。）は、前二条の規定に準じて、公共工事の入
札及び契約に関する情報を公表するため必要な措置を講じなければならな
い。
（地方公共団体による情報の公表）
第七条 地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎年度、当該年
度の公共工事の発注の見通しに関する事項で政令で定めるものを公表しな
ければならない。

２ 地方公共団体の長は、前項の見通しに関する事項を変更したときは、政
令で定めるところにより、変更後の当該事項を公表しなければならない。

第八条 地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、次に掲げる事項
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を公表しなければならない。
一 入札者の商号又は名称及び入札金額、落札者の商号又は名称及び落札
金額、入札の参加者の資格を定めた場合における当該資格、指名競争入
札における指名した者の商号又は名称その他の政令で定める公共工事の
入札及び契約の過程に関する事項

二 契約の相手方の商号又は名称、契約金額その他の政令で定める公共工
事の契約の内容に関する事項

第九条 前二条の規定は、地方公共団体が、前二条に規定する事項以外の公
共工事の入札及び契約に関する情報の公表に関し、条例で必要な規定を定
めることを妨げるものではない。

第三章 不正行為等に対する措置
（公正取引委員会への通知）
第十条 各省各庁の長、特殊法人等の代表者又は地方公共団体の長（以下�各
省各庁の長等�という。）は、それぞれ国、特殊法人等又は地方公共団体（以
下�国等�という。）が発注する公共工事の入札及び契約に関し、私的独占
の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第
三条又は第八条第一項第一号の規定に違反する行為があると疑うに足りる
事実があるときは、公正取引委員会に対し、その事実を通知しなければな
らない。
（国土交通大臣又は都道府県知事への通知）
第十一条 各省各庁の長等は、それぞれ国等が発注する公共工事の入札及び
契約に関し、当該公共工事の受注者である建設業者（建設業法第二条第三
項に規定する建設業者をいう。）に次の各号のいずれかに該当すると疑うに
足りる事実があるときは、当該建設業者が建設業の許可を受けた国土交通
大臣又は都道府県知事及び当該事実に係る営業が行われる区域を管轄する
都道府県知事に対し、その事実を通知しなければならない。
一 建設業法第二十八条第一項第三号、第四号又は第六号から第八号まで
のいずれかに該当すること。

二 第十三条第一項若しくは第二項、同条第三項の規定により読み替えて
適用される建設業法第二十四条の七第四項、同条第一項若しくは第二項
又は同法第二十六条若しくは第二十六条の二の規定に違反したこと。

第四章 施工体制の適正化
（一括下請負の禁止）
第十二条 公共工事については、建設業法第二十二条第三項の規定は、適用
しない。
（施工体制台帳の提出等）
第十三条 公共工事の受注者（建設業法第二十四条の七第一項の規定により

同項に規定する施工体制台帳（以下単に�施工体制台帳�という。）を作成
しなければならないこととされているものに限る。）は、作成した施工体制
台帳（同項の規定により記載すべきものとされた事項に変更が生じたこと
に伴い新たに作成されたものを含む。）の写しを発注者に提出しなければな
らない。この場合においては、同条第三項の規定は、適用しない。

２ 前項の公共工事の受注者は、発注者から、公共工事の施工の技術上の管
理をつかさどる者（次条において�施工技術者�という。）の設置の状況そ
の他の工事現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうか
の点検を求められたときは、これを受けることを拒んではならない。

３ 第一項の公共工事の受注者についての建設業法第二十四条の七第四項の
規定の適用については、同項中�見やすい場所�とあるのは、�工事関係者
が見やすい場所及び公衆が見やすい場所�とする。
（各省各庁の長等の責務）
第十四条 公共工事を発注した国等に係る各省各庁の長等は、施工技術者の
設置の状況その他の工事現場の施工体制を適正なものとするため、当該工
事現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検そ
の他の必要な措置を講じなければならない。

第五章 適正化指針
（適正化指針の策定等）
第十五条 国は、各省各庁の長等による公共工事の入札及び契約の適正化を
図るための措置（第二章及び第三章並びに前条に規定するものを除く。）に
関する指針（以下�適正化指針�という。）を定めなければならない。

２ 適正化指針には、第三条各号に掲げるところに従って、次に掲げる事項
を定めるものとする。
一 入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する情報（各省各庁の長又
は特殊法人等の代表者による措置にあっては第四条及び第五条、地方公
共団体の長による措置にあっては第七条及び第八条に規定するものを除
く。）の公表に関すること。

二 入札及び契約の過程並びに契約の内容について学識経験を有する者等
の第三者の意見を適切に反映する方策に関すること。

三 入札及び契約の過程に関する苦情を適切に処理する方策に関すること。
四 公正な競争を促進するための入札及び契約の方法の改善に関すること。
五 将来におけるより適切な入札及び契約のための公共工事の施工状況の
評価の方策に関すること。

六 前各号に掲げるもののほか、入札及び契約の適正化を図るため必要な
措置に関すること。

３ 適正化指針の策定に当たっては、特殊法人等及び地方公共団体の自主性
に配慮しなければならない。
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４ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、あらかじめ各省各庁の長及び
特殊法人等を所管する大臣に協議した上、適正化指針の案を作成し、閣議
の決定を求めなければならない。

５ 国土交通大臣は、適正化指針の案の作成に先立って、中央建設業審議会
の意見を聴かなければならない。

６ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、第四項の規定による閣議の決
定があったときは、遅滞なく、適正化指針を公表しなければならない。

７ 第三項から前項までの規定は、適正化指針の変更について準用する。
（適正化指針に基づく責務）
第十六条 各省各庁の長等は、適正化指針に定めるところに従い、公共工事
の入札及び契約の適正化を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければ
ならない。
（措置の状況の公表）
第十七条 国土交通大臣及び財務大臣は、各省各庁の長又は特殊法人等を所
管する大臣に対し、当該各省各庁の長又は当該大臣が所管する特殊法人等
が適正化指針に従って講じた措置の状況について報告を求めることができ
る。

２ 国土交通大臣及び総務大臣は、地方公共団体に対し、適正化指針に従っ
て講じた措置の状況について報告を求めることができる。

３ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、毎年度、前二項の報告を取り
まとめ、その概要を公表するものとする。
（要請）
第十八条 国土交通大臣及び財務大臣は、各省各庁の長又は特殊法人等を所
管する大臣に対し、公共工事の入札及び契約の適正化を促進するため適正
化指針に照らして特に必要があると認められる措置を講ずべきことを要請
することができる。

２ 国土交通大臣及び総務大臣は、地方公共団体に対し、公共工事の入札及
び契約の適正化を促進するため適正化指針に照らして特に必要があると認
められる措置を講ずべきことを要請することができる。

第六章 国による情報の収集、整理及び提供等
（国による情報の収集、整理及び提供）
第十九条 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、第二章の規定により公
表された情報その他その普及が公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
資することとなる情報の収集、整理及び提供に努めなければならない。
（関係法令等に関する知識の習得等）
第二十条 国、特殊法人等及び地方公共団体は、それぞれその職員に対し、
公共工事の入札及び契約が適正に行われるよう、関係法令及び所管分野に
おける公共工事の施工技術に関する知識を習得させるための教育及び研修

その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
２ 国土交通大臣及び都道府県知事は、建設業を営む者に対し、公共工事の
入札及び契約が適正に行われるよう、関係法令に関する知識の普及その他
必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

附 則
（施行期日）
第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において
政令で定める日から施行する。ただし、第二章から第四章まで並びに第十
六条、第十七条第一項及び第二項、第十八条並びに附則第三条（建設業法
第二十八条の改正規定に係る部分に限る。）の規定は平成十三年四月一日か
ら、第十七条第三項の規定は平成十四年四月一日から施行する。
（経過措置）
第二条 第五条及び第八条の規定は、これらの規定の施行前に入札又は随意
契約の手続に着手していた場合における当該入札及びこれに係る契約又は
当該随意契約については、適用しない。

２ 第四章及び次条（建設業法第二十八条の改正規定に係る部分に限る。）の
規定は、これらの規定の施行前に締結された契約に係る公共工事について
は、適用しない。
（建設業法の一部改正）
第三条 建設業法の一部を次のように改正する。

第二十八条第一項中�各号の一�を�各号のいずれか�に、�除く。）�を
�除き、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成十二年
法律第百二十七号。以下�入札契約適正化法�という。）第十三条第三項の
規定により読み替えて適用される第二十四条の七第四項を含む。第四項に
おいて同じ。）若しくは入札契約適正化法第十三条第一項若しくは第二項の
規定�に改め、同項第三号中�法令�の下に�（入札契約適正化法及びこれ
に基づく命令を除く。）�を加え、同条第四項中�第一項各号の一�を�第
一項各号のいずれか�に、�（第十九条の三、第十九条の四及び第二十四条
の三から第二十四条の五までを除く。）�を�若しくは入札契約適正化法第
十三条第一項若しくは第二項の規定�に改める。
第三十四条第一項中�及び公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭
和二十七年法律第百八十四号）�を�、公共工事の前払金保証事業に関する
法律（昭和二十七年法律第百八十四号）及び入札契約適正化法�に改める。
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